
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 9日

上  場  会  社  名 電気化学工業株式会社 上場取引所 東 大 名 福

コード番号 4061 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　  氏　　　　名 南井　宏二 TEL (03) 3507 - 5123
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 9日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    平成 13年 12月 7日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 79,908 △ 13.5 5,428 △ 44.2 2,640 △ 65.1
12年 9月中間期 92,416 5.6 9,729 31.8 7,574 47.6
13年 3月期 185,550 18,577 14,035

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 456 - △ 0.99
12年 9月中間期 1,046 △ 55.1 2.28
13年 3月期 4,351 9.47
(注)①期中平均株式数  13年 9月中間期  459,417,484 株   12年 9月中間期  459,419,390 株   13年 3月期  459,419,390 株

    ②会計処理の方法の変更　　 有

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

（注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭

13年 9月中間期 2.50 －    特別配当 0 円 00 銭

12年 9月中間期 2.50 －
13年 3月期 － 5.00

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 264,801 81,128 30.6 176.59
12年 9月中間期 274,393 79,660 29.0 173.39
13年 3月期 279,356 81,816 29.3 178.09
(注)①期末発行済株式数  13年 9月中間期  459,418,218 株   12年 9月中間期  459,419,390 株   13年 3月期  459,419,390 株

    ②期末自己株式数    13年 9月中間期　　　　1,172 株

※13年 9月中間期の期中平均株式数及び期末発行済株式数は、自己株式控除後のものです。

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 160,000 7,000 2,500 2.50 5.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   5 円 44 銭 （予想年間期中平均株式数による）



比較貸借対照表
（単位：百万円）

科            目 当中間期 前 期 増   減 前中間期
（平成13年9月30日現在） （平成13年3月31日現在） （平成12年9月30日現在）

【資産の部】 ％ ％ ％
流     動     資     産

現 金 ・ 預 金 2,629 1,211 1,418 812

受 取 手 形 979 1,886 △ 907 2,636

売 掛 金 41,380 45,502 △ 4,122 49,063

有 価 証 券 371 371 0 371

短 期 貸 付 金 1,003 1,014 △ 11 3,429

棚 卸 資 産 21,120 22,501 △ 1,380 20,192

繰 延 税 金 資 産 886 677 209 1,221

そ の 他 の 流 動 資 産 4,921 6,017 △ 1,096 6,441

貸 倒 引 当 金 (-) 367 (-) 453 86 (-) 2,290

流 動 資 産 計 72,924 27.5 78,728 28.2 △ 5,804 81,877 29.8

固     定     資     産

 有  形  固  定  資  産

建 物 20,894 21,988 △ 1,094 21,520

構 築 物 16,719 16,534 185 15,930

機 械 ・ 装 置 45,045 45,312 △ 266 45,606

その他の有形固定資産 51,368 53,537 △ 2,168 43,460

有 形 固 定 資 産 計 134,028 50.6 137,372 49.2 △ 3,344 126,516 46.1

 無  形  固  定  資  産 140 0.1 150 0.0 △ 10 162 0.1

 投        資         等

投 資 有 価 証 券 24,330 32,435 △ 8,104 33,810

関 係 会 社 株 式 21,982 21,941 40 22,032

繰 延 税 金 資 産 2,933 107 2,826 409

そ の 他 の 投 資 等 8,111 7,957 154 8,084

貸 倒 引 当 金 (-) 421 (-) 425 4 (-) 109

投 資 等 計 56,935 21.5 62,015 22.2 △ 5,079 64,226 23.4

固 定 資 産 計 191,104 72.2 199,538 71.4 △ 8,434 190,905 69.6

繰     延     資     産 773 0.3 1,089 0.4 △ 316 1,610 0.6

資     産     合     計 264,801 100.0 279,356 100.0 △ 14,554 274,393 100.0
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（単位：百万円）

科            目 当中間期 前 期 増   減 前中間期
（平成13年9月30日現在） （平成13年3月31日現在） （平成12年9月30日現在）

【負債の部】 ％ ％ ％

流     動     負     債

支 払 手 形 270 479 △ 209 538

買 掛 金 23,631 29,453 △ 5,821 27,748

短 期 借 入 金 59,011 62,329 △ 3,318 53,790

一年以内償還予定の社債 25,000 30,000 △ 5,000 15,000

未 払 金 3,915 7,153 △ 3,237 5,219

未 払 法 人 税 等 3,237 1,728 1,508 1,588

未 払 費 用 8,868 10,116 △ 1,247 9,942

そ の 他 の 流 動 負 債 3,399 5,498 △ 2,099 3,426

流 動 負 債 計 127,334 48.1 146,759 52.5 △ 19,424 117,254 42.7

固     定     負     債

社 債 45,000 40,000 5,000 55,000

長 期 借 入 金 7,486 8,042 △ 556 18,623

退 職 給 付 引 当 金 3,399 2,316 1,082 3,468

役員退職慰労金引当金 453 412 40 376

そ の 他 の 固 定 負 債 － 9 △ 9 10

固 定 負 債 計 56,339 21.3 50,780 18.2 5,558 77,478 28.3

負 債 合 計 183,673 69.4 197,539 70.7 △ 13,866 194,732 71.0

【資本の部】

資 本 金 35,302 35,302 － 35,302

資 本 準 備 金 32,069 32,069 － 32,069

利 益 準 備 金 5,595 5,474 120 5,360

そ の 他 の 剰 余 金 7,183 8,969 △ 1,786 6,928

その他有価証券評価差額金 977 － 977 －

自 己 株 式 △ 0 － △ 0 －

資     本     合     計 81,128 30.6 81,816 29.3 △ 688 79,660 29.0

負  債 ・ 資  本  合  計 264,801 100.0 279,356 100.0 △ 14,554 274,393 100.0
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比較損益計算書

（単位：百万円）

科            目 当 中 間 期 前 中 間 期 増     減 前    期
（平成13.4.1～平成13.9.30） （平成12.4.1～平成12.9.30） （平成12.4.1～平成13.3.31）

【経常損益の部】 ％ ％ ％

営      業       損       益

売 上 高 79,908 100.0 92,416 100.0 △ 12,507 185,550 100.0

売 上 原 価 58,213 72.8 65,175 70.5 △ 6,961 132,548 71.4

売 上 総 利 益 21,695 27.2 27,241 29.5 △ 5,545 53,001 28.6

販 売費及び一般管理費 16,267 20.4 17,511 19.0 △ 1,244 34,424 18.6

営 業 利 益 5,428 6.8 9,729 10.5 △ 4,300 18,577 10.0

営     業     外     損     益

 営    業    外    収    益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 533 626 △ 92 961

そ の 他 2,929 2,881 47 6,245

 営    業    外    費    用

支 払 利 息 1,231 1,438 △ 207 2,879

そ の 他 5,018 4,223 795 8,869

経 常 利 益 2,640 3.3 7,574 8.2 △ 4,933 14,035 7.6

【特別損益の部】

 特       別       利       益

固 定 資 産 売 却 益 3,871 437 3,433 440

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － － － 162

 特       別       損       失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,292 4,899 2,393 5,795

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － 1,411 △ 1,411 1,438

税 引 前 中 間 （当 期） 純 利 益 △ 781 △ 1.0 1,700 1.8 △ 2,481 7,404 4.0

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 3,388 1,686 1,702 3,239

法   人   税   等   調   整   額 △ 3,713 △ 1,033 △ 2,680 △ 187

中  間 （ 当 期 ）  純   利   益 △ 456 △ 0.6 1,046 1.1 △ 1,503 4,351 2.3

前    期    繰    越    利    益 5,721 4,222 1,498 4,222

中      間      配     当     額 － － － 1,148

利  益  準  備  金  積   立   額 － － － 114

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 5,264 5,269 △ 4 7,311
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注    記

１． 重要な会計方針に関する事項

（１） 有価証券の評価方法及び評価基準

有価証券（満期保有目的債券）……償却原価法

その他有価証券

　時価のあるもの……期末日前1ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法

　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの……移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

（２） 棚卸資産の評価方法及び評価基準………総平均法による原価法

（３） 固定資産の減価償却方法…………………定額法

（４） 繰延資産の処理方法

社債発行費………商法の規定に基づく最長期間（３年間）で均等償却

試験研究費………商法の規定に基づく最長期間（５年間）で均等償却

（５） 引当金の計上基準

       貸 倒 引当金……一般債権については、貸倒実績率（法人税法の経過措置による法定繰入率が貸倒実績率を

超える場合には法定繰入率）による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております

       賞 与 引当金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額に基づき計上しております。

    退職給付引当金 ……従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異（９，６３３百万円）については、１０年による按分額を

費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）
による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。

（６） リース取引の会計処理方法……リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（７） 消費税等の会計処理方法…………税抜方式

（８） 会計処理の変更

  当社の石油化学製品であるスチレンモノマーの取引のうち、他社との等量等価での相互出荷取引（交換取引）

については、従来、売上高及び売上原価にそれぞれ計上しておりましたが、当該取引の増加により、従来の方法

では、売上高の経営指標として有用性を損なうものと判断致しました。

  従って、当該取引については、当中間会計期間から売上高と売上原価を相殺処理する方法に変更致しました。

  この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、売上高及び売上原価はそれぞれ３，５０３百万円減

少しておりますが、損益に与える影響はありません。

２．追加情報

（１）金融商品会計

          当中間会計期間からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準
（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用して

おります。

 　この結果、その他有価証券評価差額金９７７百万円が計上され、繰延税金資産（固定資産）６７８百万円が少

なく計上されております。

    （２）自己株式

          従来、流動資産の「その他」に含めておりました「自己株式」は、当中間期から資本に対する控除項目として

資本の部の末尾に記載しております。
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３． 中間貸借対照表の注記事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項        目 当中間期

（平成 13年9月 30日）
前期

（平成 13年3月 31日）
前中間期

（平成 12年 9月 30日）

①減価償却累計額 ２１２，３００ ２１０，４０８ ２１４，４２５

②偶発債務

   保 証 債 務
   経営指導念書

            
７，０７６

５５

７，７３１

６０

                
８，１７８

６５

４． 中間損益計算書の注記事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項        目 当中間期 前期 前中間期

減価償却実施額

　　有形固定資産

　　無形固定資産

４，６７３

１０

 

９，５１０

２２

４，７３８

１１

５．リース取引関係

 （１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
                                                                           　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項             目 当中間期

（平成 13年 9月30日）

前期

（平成 13年 3月 31日）

前中間期

（平成 12年 9月30日）

①リース物件の取得価額 ３，９４９ ３，６３８ ３，４８０

②     〃     減価償却累計額相当額 ２，０９２ １，９５３ １，８７２

③     〃     期末残高相当額 １，８５６ １，６８５ １，６０８

④未経過リース料残高相当額（1年内） ５９８ ５６６ ５５０

             〃           （1年超） １，２５８ １，１１８ １，０５７

合    計 １，８５６ １，６８５ １，６０８

⑤支払リース料 ３３４ ６４６ ３１６

⑥減価償却費相当額 ３３４ ６４６ ３１６

　　（注）１.取得価額相当額および未経過リース料残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。

　　　　　２.減価償却費相当額の算出法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

（２） オペレ－ティング・リ－ス取引

                                                                         　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項             目 当中間期

（平成 13年 9月30日）
前期

（平成 13年3月 31日）
前中間期

（平成 12年 9月 30日）

未経過リース料（１年内）

　　 〃 　　　（１年超）

６１７

８７４

５９１

１，１１２

－

－

合　計 １，４９２ １，７０３ －
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６．有価証券関係

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
 

 　＜子会社株式＞                                                            　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　目 当中間期

（平成 13年9月30日）
前期

（平成13年3月31日）
前中間期

（平成 12年9月30日）

中間貸借対照表計上額 ５，２７７ ５，２７７ ５，２７７

時　　価 １０，５６５ １１，１４０ １２，６４１

差　　額 ５，２８８ ５，８６３ ７，３６３

　　　＜関連会社株式＞

　　　　 関連会社株式で時価のあるものはありません。
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製 品 別 売 上 高 比 較

（単位：百万円）

当中間期 前中間期 増     減

製  品  名 （平成13.4.1～13.9.30） （平成12.4.1～12.9.30）

金    額 売上金額 金    額 売上金額 金    額 増 収 率

比    率 比    率

％ ％ ％

石
Ｓ Ｍ ・ Ａ Ｂ Ｓ 14,708 18.4 19,765 21.5 △ 5,057 △ 25.6

油

化
機 能 性 樹 脂 6,541 8.2 6,413 6.9 127 2.0

学

部
樹 脂 ・ 化 成 品 10,817 13.5 11,240 12.2 △ 422 △ 3.8

門

計
32,066 40.1 37,419 40.5 △ 5,352 △ 14.3

機
電 子 機 能 材 料 4,952 6.2 8,292 9.0 △ 3,339 △ 40.3

能

製
肥料・無機化学品 6,656 8.3 7,678 8.3 △ 1,021 △ 13.3

品

部
有 機 化 学 品 9,695 12.1 9,461 10.2 233 2.5

門
樹脂加工製品他 8,983 11.2 10,550 11.4 △ 1,567 △ 14.9

計
30,288 37.9 35,982 38.9 △ 5,694 △ 15.8

セ
メ
セ メ ン ト 他 9,963 12.5 11,462 12.4 △ 1,499 △ 13.1

ン
ト

建
材
特 殊 混 和 材 7,591 9.5 7,552 8.2 38 0.5

部
門

17,554 22.0 19,014 20.6 △ 1,460 △ 7.7

合        計
79,908 100.0 92,416 100.0 △ 12,507 △ 13.5

(11,622) (14.5) (12,217) (13.2) (△ 595) (△ 4.9)

（注1）売上高の（  ）内は、輸出高を内書したものです。
（注2）当中間期よりスチレンモノマーの交換（等量等価での同業メーカー間相互出荷）については、
　　　売上高と売上原価とを相殺表示しております。なお、前中間期については、従前の表示方法に
　　　よっているため、「ＳＭ・ＡＢＳ」の売上高に3,594百万円含んでおります。
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（参考）
平成14年3月期中間決算概要（連結/個別）

平成13年11月9日

電気化学工業株式会社

１．業績 （単位：億円）
平成13年 平成12年 増減 平成14年 平成13年 増減
9月中間期 9月中間期 3月期予想 3月期実績

売   上   高 1,206 1,342 △ 136 2,400 2,723 △ 323 
（単  独） (799) (924) (△ 125) (1,600) (1,856) (△ 256) 

営 業 利 益 83 146 △ 63 185 273 △ 88 
（単  独） (54) (97) (△ 43) (130) (186) (△ 56) 

経 常 利 益 35 100 △ 65 90 180 △ 90 
（単  独） (26) (76) (△ 49) (70) (140) (△ 70) 

当期純利益 △ 8 19 △ 27 25 56 △ 31 
（単  独） (△ 5) (10) (△ 15) (25) (44) (△ 19) 

２．セグメント別 連結売上高・営業利益 （単位：億円）
平成13年 平成12年 増減 平成14年 平成13年 増減
9月中間期 9月中間期 3月期予想 3月期実績

石油化学 売上高 365 414 △ 49 690 851 △ 161 

営業利益 △ 1 20 △ 21 2 37 △ 35 

機能製品 売上高 468 534 △ 66 940 1,058 △ 118 

営業利益 53 88 △ 35 111 161 △ 50 

ｾﾒﾝﾄ・建材 売上高 173 188 △ 14 360 384 △ 24 

営業利益 17 21 △ 4 40 46 △ 6 

医薬品・ 売上高 200 207 △ 7 410 430 △ 20 

その他 営業利益 12 16 △ 4 30 28 2 
消去差 売上高 - - - - - - 

営業利益 2 1 1 2 1 1 
合  計 売上高 1,206 1,342 △ 136 2,400 2,723 △ 323 

営業利益 83 146 △ 63 185 273 △ 88 

３．主要指標 （単位：億円）

平成13年 平成12年 増減 平成14年 平成13年 増減
9月中間期 9月中間期 3月期予想 3月期実績

為替レート [円/$] 122.3 107.2 15.1 123.7 110.6 13.1 

国産ナフサ [円/kl] 24,450 22,200 2,250 24,475 23,525 950 
設 備 投 資 額 49 71 △ 22 145 172 △ 27 
（単  独） (32) (50) (△ 18) (110) (127) (△ 17) 

減 価 償 却 費 75 74 1 150 150 0 
（単  独） (47) (47) (0) (100) (95) (5) 

研 究 開 発 費 41 39 2 82 81 1 
（単  独） (32) (31) (1) (64) (64) (0) 

有利子負債残高 1,595 1,675 △ 80 1,500 1,643 △ 143 
（単  独） (1,365) (1,424) (△ 59) (1,300) (1,404) (△ 104) 

（注）金額は億円未満を四捨五入しております。
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